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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第35期

第３四半期累計期間
第36期

第３四半期累計期間
第35期

会計期間
自 2017年６月１日
至 2018年２月28日

自 2018年６月１日
至 2019年２月28日

自 2017年６月１日
至 2018年５月31日

売上高 (千円) 5,049,003 5,304,313 6,640,182

経常利益 (千円) 462,535 434,392 581,538

四半期（当期）純利益 (千円) 317,093 301,296 393,275

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 302,889 302,889 302,889

発行済株式総数 (株) 2,712,400 2,712,400 2,712,400

純資産額 (千円) 2,544,056 2,858,906 2,620,575

総資産額 (千円) 3,951,810 4,400,715 4,257,791

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 116.92 111.10 145.01

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 23.00

自己資本比率 (％) 64.4 65.0 61.5
 

　

回次
第35期

第３四半期会計期間
第36期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2017年12月１日
至 2018年２月28日

自 2018年12月１日
至 2019年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 31.34 22.62
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

四半期報告書

 2/21



 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、中国経済の減速や米国と中国の通商摩擦等により、輸出が弱含み

となっていることから、生産活動が軟調に推移しており、今までの回復基調が足踏み状態になっているとみられて

おります。

当社が属する不動産業界におきまして、2019年２月に公表された国土交通省の調査「主要都市の高度利用地地価

動向報告」によれば、2018年第４四半期（2018年10月１日～2019年１月１日）の主要都市・高度利用地100地区の

地価動向は、2018年第３四半期（2018年７月１日～2018年10月１日）に比べ、97地区が上昇し、４期連続で９割を

超えました。

また、当社の主力事業である中古住宅の売買の成約件数については、公益社団法人西日本不動産流通機構（西日

本レインズ）に登録されている物件情報の集計結果である「市況動向データ」（2019年３月公表）によると、中古

戸建住宅の成約状況は、中国地方が2018年12月～2019年２月累計で前年同四半期比7.1％減となり、九州地方が

2018年12月～2019年２月累計で同23.9％増となりました。

このような環境の中、当社は、2019年２月には20店舗目、山口県においては７店舗目となる防府店（山口県防府

市）を出店する等、自社不動産売買事業を中心に不動産売買事業に注力いたしました。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は5,304,313千円（前年同四半期比5.1％増）となりましたが、原価率

の上昇によって営業利益は435,368千円（同6.4％減）、経常利益は434,392千円（同6.1％減）、四半期純利益は

301,296千円（同5.0％減）となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりであります。

①不動産売買事業

自社不動産売買事業については、引き続きテレビコマーシャルの放映を積極的に行う等、中古住宅等の仕入れ

を強化いたしました。販売面においては、2018年２月に開店した苅田店が販売件数の増加に寄与したことから、

自社不動産の販売件数は前年同四半期比20件増の312件となりました。不動産売買仲介事業については、売買仲

介件数が前年同四半期を上回ったことに加え、平均単価が上昇したことにより、売買仲介手数料は前年同四半期

を上回りました。

これらの結果、不動産売買事業の売上高は5,111,532千円（前年同四半期比5.8％増）となりましたが、自社不

動産売買事業において仕入価格の上昇等により原価率が上昇したことから、営業利益は653,005千円（同2.6％

減）となりました。

 

②不動産賃貸事業

不動産賃貸仲介事業については、賃貸仲介件数の減少により、賃貸仲介手数料が前年同四半期を下回ったこと

等から、売上高は前年同四半期を下回りました。不動産管理受託事業については、管理受託料が増加したことに

加え、請負工事高も増加したことから売上高は前年同四半期を上回りました。自社不動産賃貸事業については、

賃貸収入は前年同四半期を上回りました。

これらの結果、不動産賃貸事業の売上高は106,778千円（前年同四半期比3.6％増）となり、売上高の増加によ

り営業利益は20,651千円（同25.2％増）となりました。
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③不動産関連事業

保険代理店事業については、自社不動産の販売件数の増加等に加えて、火災保険の付保率が向上したことによ

り、売上高は前年同四半期を上回りました。

リフォーム事業については、同事業との関連性が強い自社不動産売買事業に統合し、業務の効率化を図りまし

た。

これらの結果、不動産関連事業の売上高は30,123千円（前年同四半期比33.9％減）、売上高の減少により営業

利益は17,987千円（同9.0％減）となりました。

 

④その他事業

介護福祉事業については、介護用品の販売が減少したことに加え、請負工事高も請負工事件数の減少により前

年同四半期を下回ったことから、売上高は前年同四半期を下回りました。

これらの結果、その他事業の売上高は55,877千円（前年同四半期比20.6％減）、売上高の減少により営業損失

は5,263千円（前年同四半期は営業損失1,897千円）となりました。

 

（2）財政状態に関する分析

①資産

当第３四半期会計期間末の総資産合計は、4,400,715千円となり、前事業年度末に比べて142,924千円増加しま

した。流動資産は3,772,474千円となり、前事業年度末に比べて117,600千円増加しました。これは主として、積

極的に自社不動産を販売したこと等により販売用不動産が309,127千円減少、仕掛用販売不動産も238,020千円減

少する一方で、現金及び預金が643,790千円増加したことによるものであります。固定資産は628,241千円とな

り、前事業年度末に比べて25,323千円増加しました。これは主として業務システムの開発等により無形固定資産

が26,499千円増加したことによるものであります。

 

②負債

当第３四半期会計期間末の負債合計は、1,541,809千円となり、前事業年度末に比べて95,406千円減少しまし

た。流動負債は717,464千円となり、前事業年度末に比べて513,569千円減少しました。これは主として、短期借

入金が394,169千円減少したことによるものであります。固定負債は824,344千円となり、前事業年度末に比べて

418,162千円増加しました。これは主として、長期借入金が417,448千円増加したことによるものであります。

 

③純資産

当第３四半期会計期間末の純資産合計は、2,858,906千円となり、前事業年度末に比べて238,331千円増加しま

した。これは主として、配当金の支払62,374千円があったものの、四半期純利益を301,296千円計上したことに

よるものであります。

以上の結果、自己資本比率は、前事業年度末の61.5％から65.0％となりました。

 
（3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金需要

当社は、不動産売買事業の店舗を出店する等の資金需要に加え、収益性及び将来の転売等を視野に入れて収

益物件を取得する必要があると認識しております。これらの資金の必要額は個別には大きくないものの、まと

まると流動性の面で無視できないと考えます。

 
②財源

上記の資金需要に対する財源としては、利益剰余金に加え、長期・短期の借入金を活用してまいります。当

社は、資金需要に応じて機動的な借り入れができるよう、金融情勢及び事業の環境に注意を払いつつ、金融機

関と良好な関係を継続してまいります。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

また、新たに生じた課題もありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年４月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,712,400 2,712,400

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）
福岡証券取引所
（Ｑ－Ｂｏａｒｄ）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であり

ます。なお、単元株式数は

100株であります。

計 2,712,400 2,712,400 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年12月１日～
2019年２月28日

－ 2,712,400 － 302,889 － 258,039
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

    2019年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 400 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,711,000 27,110

「１株式等の状況　(1)株
式の総数等　②発行済株
式」に記載のとおりであり
ます。

単元未満株式 普通株式 1,000 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 2,712,400 ― ―

総株主の議決権 ― 27,110 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2019年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社東武住販 山口県下関市岬之町11番46号 400 ― 400 0.01

計 ―  400 ― 400 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の役職の異動は、次のとおりであります。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役

本店営業部長

（兼）九州東部営業部長

（兼）山口営業部長

（兼）住まいサポート事業部長

（兼）事業開発部長

 常務取締役

本店営業部長

（兼）九州東部営業部長

（兼）山陽営業部長

（兼）住まいサポート事業部長

（兼）事業開発部長

 細江　直樹 2019年１月１日

取締役

福岡支社長

（兼）福岡支社営業部長

（兼）九州西部営業部長

（兼）広島営業部長

 取締役

福岡支社長

（兼）福岡支社営業部長

（兼）九州西部営業部長

三浦　直樹 2019年１月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１. 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2018年12月１日から2019年２月

28日まで)及び第３四半期累計期間(2018年６月１日から2019年２月28日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３. 四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2018年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2019年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 457,583 1,101,374

  売掛金 23,662 28,859

  販売用不動産 2,148,388 1,839,260

  仕掛販売用不動産等 967,435 729,415

  商品 2,129 1,397

  貯蔵品 4,693 4,008

  その他 51,111 68,304

  貸倒引当金 △129 △146

  流動資産合計 3,654,873 3,772,474

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 164,085 169,813

   土地 229,010 235,834

   その他（純額） 18,980 20,314

   有形固定資産合計 412,076 425,962

  無形固定資産 12,396 38,896

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 179,056 163,915

   貸倒引当金 △611 △532

   投資その他の資産合計 178,444 163,382

  固定資産合計 602,917 628,241

 資産合計 4,257,791 4,400,715
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2018年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2019年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 153,417 112,865

  短期借入金 701,386 307,217

  未払法人税等 121,034 31,285

  賞与引当金 － 15,960

  完成工事補償引当金 6,100 8,200

  その他 249,096 241,937

  流動負債合計 1,231,034 717,464

 固定負債   

  長期借入金 315,185 732,633

  資産除去債務 69,728 71,535

  その他 21,267 20,175

  固定負債合計 406,181 824,344

 負債合計 1,637,215 1,541,809

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 302,889 302,889

  資本剰余金 258,039 258,039

  利益剰余金 2,055,211 2,294,133

  自己株式 △415 △415

  株主資本合計 2,615,724 2,854,646

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,851 4,260

  評価・換算差額等合計 4,851 4,260

 純資産合計 2,620,575 2,858,906

負債純資産合計 4,257,791 4,400,715
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 2017年６月１日
　至 2018年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年６月１日
　至 2019年２月28日)

売上高 5,049,003 5,304,313

売上原価 3,498,593 3,767,417

売上総利益 1,550,410 1,536,895

販売費及び一般管理費 1,085,181 1,101,527

営業利益 465,229 435,368

営業外収益   

 受取利息 61 64

 受取配当金 463 495

 違約金収入 300 700

 保険差益 154 891

 その他 872 553

 営業外収益合計 1,853 2,706

営業外費用   

 支払利息 3,636 2,822

 その他 910 858

 営業外費用合計 4,546 3,681

経常利益 462,535 434,392

税引前四半期純利益 462,535 434,392

法人税、住民税及び事業税 144,126 124,333

法人税等調整額 1,315 8,762

法人税等合計 145,441 133,095

四半期純利益 317,093 301,296
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【注記事項】

(追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

なお、前事業年度に係る貸借対照表についても、当該会計基準等を遡って適用した表示としております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に 係 る 減 価 償 却 費 （ 無 形 固 定 資 産 に 係 る 償 却 費 を 含 む 。 ） は 、 次 の と お り で あ り ま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2017年６月１日
至 2018年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年６月１日
至 2019年２月28日)

減価償却費 16,974千円 19,219千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2017年６月１日 至 2018年２月28日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年８月29日
定時株主総会

普通株式 61,019 45 2017年５月31日 2017年８月30日 利益剰余金
 

(注)2017年５月２日開催の取締役会の決議に基づき、2017年６月１日付で普通株式１株を２株に分割いたしました。

１株当たり配当額は株式分割前の金額で記載しております。

 
２. 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 2018年６月１日 至 2019年２月28日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年8月30日 
定時株主総会

普通株式 62,374 23 2018年5月31日 2018年8月31日 利益剰余金
 

 
２. 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 2017年６月１日 至 2018年２月28日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
損益計算書
計上額
(注)３

不動産
売買事業

不動産
賃貸事業

不動産
関連事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 4,830,047 103,061 45,555 4,978,665 70,338 5,049,003 ― 5,049,003

セグメント利益又は損失
（△）

670,431 16,490 19,772 706,694 △1,897 704,796 △239,567 465,229
 

（注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額△239,567千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．不動産関連事業に属するネットショッピング事業は、2017年６月１日をもって事業を廃止いたしました。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 2018年６月１日 至 2019年２月28日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
損益計算書
計上額
(注)３

不動産
売買事業

不動産
賃貸事業

不動産
関連事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 5,111,532 106,778 30,123 5,248,435 55,877 5,304,313 － 5,304,313

セグメント利益又は損失
（△）

653,005 20,651 17,987 691,644 △5,263 686,380 △251,012 435,368
 

（注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額 △251,012千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 2017年６月１日
至 2018年２月28日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年６月１日
至 2019年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 116円92銭 111円10銭

(算定上の基礎)   

 四半期純利益金額(千円) 317,093 301,296

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 317,093 301,296

 普通株式の期中平均株式数(株) 2,711,991 2,711,940
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年４月12日

株 式 会 社 　東　武　住　販

取 締 役 会 　御 中
 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中   野   宏   治 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 只   隈   洋   一 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東

武住販の２０１８年６月１日から２０１９年５月３１日までの第３６期事業年度の第３四半期会計期間（２０１８年１

２月１日から２０１９年２月２８日まで）及び第３四半期累計期間（２０１８年６月１日から２０１９年２月２８日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東武住販の２０１９年２月２８日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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